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「認知症施策推進 5か年計画 (オ レンジプラン)」 について

認知症施策検討プロジェクトチームが、平成 24年 6月 18日 にとりまとめた「今

後の認知症施策の方向性についてJや、同年8月 24日 に公表した認知症高齢者数の

将来推計などに基づいて、今般、「認知症施策推進 5か年計画 (オ レンジプラン)」 を

策定しましたので、公表いたします。



「認知症施策推進5か年計画 (オ レンジプラン)」

(平成 25年度から29年度までの計画)

1.標準的な認知症ケアパスの作成・普及

○  「認知症ケアバス」 (1犬態に応 じた適切なサービス提供の流れ)の作成・普及

・平成 24～25年度 調査・研究を実施

・平成 25～26年度 各市町村において、「認知症ケアパス」の作成を推進

・平成 27年度以降 介護保険事業計画 (市町村)に反映

2.早期診断・早期対応

○ かかりつけ医認 rll症対応力向上研修の受講者数 (累計 )

平成 24年度末見込 35,000人  → 平成 29年度末 50,000人

【考え方】高齢者人□約600人 (認知症高齢者約60人)に対して、 1人のかかりつけ医が受講。

※ 後述の「認知症の薬物治療に関するガイドライン」も活用して研修を実施

○ 認矢□症サポー ト医茸成研修の受講者数 (累計 )

平成 24年度末見込 2, 500人  → 平成 29年度末 4,000人

【考え方】一般診療所 (約 10万)25か所に対して、 1人のサポート医を配置。

○  「認知症初期集中支援チーム」の設置

・平成 24年度 モデル事業のスキームを検討

・平成 25年度 全国 10か所程度でモデル事業を実施

・平成 26年度 全国 20か所程度でモデル事業を実施

。平成 27年度以降 モデル事業の実施状況等を検証し、全国普及のための制度化を検討

※ 鵬忍矢0症初期集中支援チーム」は、地t或包括支援センター等に配置し、家庭訪間を行い、アセ

スメント、家族支援等を行うもの。

○ 早期診断等を担う医療機関の数

・平成 24～29年度 認知症の早期診断等を行う医療機関を、約 500か所整備する。

【者え方】認知症疾患医療センターを含めて、二次医療圏に1か所以上。

※ いわ10る「身近型認IIl症疾患医療センター」の機能 (早期診断 。早期支援、危機回避支援)に

ついては、平成25年度までに、認知症サポート医の活動状況等も含めた調査を行い、それを踏

まえて検証する。
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○ 地域包括支援センターにおける包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の一環として多

職種協働で実施される「地上或ケア会議」の普及・定着

・平成 24年度  「地1或ケア会議運営マニュアル」作成、「地I或ケア多職種協働推進等事

業」による「地域ケア会議」の推進

。平成 27年度以降 すべての市町村で実施

3.地域での生活を支える医療サTビスの構築

○  「 認知症の薬物治療に関するガイ ドライン」の策定

。平成 24年度 ガイ ドラインの策定

。平成 25年度以降 医師向けの研修等で活用

○ 精神科病院に入院が必要な状態像の明確化

・平成 24年度～ 調査・研究を実施

○  「 退院支援・地上或連携クリテ ィカルノヾス (退院に向けての診療計画)」 の作成

・平成 24年度 クリティカルバスの作成

。平成 25～ 26年度 クリテ ィカルパスにつしヽて、医療従事者向けの研修会等を通 じて

普及。あわせて、退院見込者に必要となる介護サービスの整備を介

護保険事業計画に反映する方法を検討

・平成27年度以降 介護保険事業計画に反映

4.地域での生活を支える介護サ‐ビスの構築

○ 認知症の人が可能な限り住み慣れた地域で生活を続けていくためにt必要な介護サービス

の整備を進める。(別紙参照 )

5。 地域での日常生活 。家族の支援の強化

○ 認知症地域支援推進員の人数

平成24年度末見込 175人  → 平成 29年度末 700人
【考え方】5つの中学校区当たり1人配置 (合計約2,200人)、 当面5年間で700人配置。

※ 各市町村で地域の実情に応じて、認知症地域支援推進員を中心として、認知症の人やその家族

を支援するための各種事業を実施

○ 認知症サポーターの人数 (累計)

平成24年度末見込 350万 人 → 平成29年度末 600万 人
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○ 市民後見人の育成 。支援組織の体制を整備 している市町村数

平成 24年度見込 40市町村

将来的に、すべての市町村 (約 1,7001で の体制整備

○ 認知症の人やその家族等に対する支援

・平成 24年度 調査・研究を実施

。平成 25年度以降  「認知症カフェ」(認矢]症の人と家族、地域住民、専門職等の誰も

が参加でき、集う場)の普及などにより、認知症の人やその家族等に

対する支援を推進

6.若年性認矢0症施策の強イヒ

○ 若年性認知症支援のハン ドブ ックの作成

。平成 24年度～ ハン ドブックの作成。医療機関、市町村窓□等で若年性認知症と診断

された人とその家族に配付

○ 若年性認知症の人の意見交換会開催などの事業実施都道府県数

平成24年度見込  17都 道府県 → 平成 29年度 47都 道府県

7.医療・介護サニビスを担う人材の育成

○  「認知症ライフサポー トモデル」 (認矢]症ケアモデル)の策定

・平成 24年度 前年度に引き続き調査・研究を実施

・平成 25年度以降 認知症ケアに携わる従事者向けの多職種協働研修等で活用

○ 認知症介護実践リーダー研修の受講者数 (累計)

平成 24年度末見込 2.6万 人 → 平成 29年度末 4万人

【考え方】すべての介護保険施設 (約 15,∞0)とグループホーム (約 14,000)の職員1人ずつが

受講。加えて、小規模多機能型居宅介護事業所、訪問介護事業所、通所介護事業所等の職員

については、すべての中学校区 (約 11,000)内で1人ずつが受講

○ 認知症介護指嬉者養成研修の受講者数 (累計 )

平成 24年度末見込 1,600人  → 平成 29年度末 2,200人

【考え方】5つの中学校区当たり1人が受講。

○ 一般病院勤務の医療従事者に対する認知症対応力向上研修の受講者数 (累計)

新規 → 平成29年度末 87,000人

【者え方】病院 (約 8,700)1か所当たり10人 (医師2人、着護師8人)の医療従事者が受講。
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〔推計の考え方〕
1 各年度の「認知症高齢者数」については、将来推計人口(国立社会保障・人日問題研究所:H241推計。死亡中位出生中位)に、平成22年9月 末現在の「認知症高齢者の日常生

活自立度」Ⅱ以上の認知症高齢者害1合を性別年齢階級別に乗じて推計。
2平成22年 9月 末現在の「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の認知症高齢者の居場所別内訳を基に、「社会保障に係る費用の将来推計の改定について(平成24年3月 )」

(以下、「一体改革試算」という。)における各サービスごとの利用者増加率等(※ )を乗じて推計した。
(※ )増加率等には、平成22年度に対する各サービス男1利用者数増加率に次の要素を含めて補正している。

[平成24年度]介護施設の入所者に占める認知症者割合を増加。
[平成29年度]認知症高齢者数の増加(平成22年度:208万 人→280万人)及び精神科病院からの退院者の受入増に対応するため、以下の①～③の整備等を行う。

①認知症対応型共同生活介護及び特定施設入居者生活介護については一体改革試算より更に整備を促進。
②特定施設入居者生活介護及び介護施設の入所者に占める認知症割合を増加。
③在宅介護においても、小規模多機能型居宅介護の整備を更に促進するなど、認知症に対応可能なサービスを整備する。

3「医療機関」の認知症高齢者数は、副傷病名に認知症がある者を含む。

(注 )医療機関の内訳 (一般病院、精神科病院等)の認知症者数については、「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数
データがないことから推計ができない。
なお、精神科病院に入院している認知症患者数は、平成20年約5万人(患者調査)となっている。認知症高齢者が同割合で精神科病

院に入院すると仮定すれば、平成29年は約7万人と推計される。今回の推計では、介護サービスの整備拡充等による精神科病院から
の退院者の受入増分を約2万人と見込んでいるので、精神科病院の認知症患者数は平成29年約5万人と推計される。


